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日本企業の新興国PMIにおける
戦略統合プロセスの成功に向けて

CONTENTS Ⅰ　新興国M&A・PMIの難しさ
Ⅱ　戦略統合プロセス
Ⅲ　先行企業事例
Ⅳ　戦略統合プロセス成功のポイント

1	 新興国M&A・PMI（買収後の統合）の難しさは、①戦略策定における意思決
定プロセスの構築、②競争力ある価格と品質のバランスが求められるなかでの
経営陣の意識統一、③限られたリソースでのシナジー創出──にある。

2	 戦略統合プロセスの実施事項には、①被買収企業の役割の明確化、②買収企業
のサポート内容の提示と継続的支援、③事業環境の変化に対する経営者間で
の共通認識の醸成、④戦略ワークショップによる戦略統合プロセスの共有化・
可視化、⑤戦略統合・業務統合プロセスを連携させる業務KPI策定──があ
る。先進国M&Aに比べストレッチングな目標を設定されるケースが多いた
め、被買収企業の役割と買収企業のサポート内容を、時間をかけて伝える。

3	 先行事例としては、①デューデリジェンス段階から統合チームを組成し、被買
収企業の役割を明確にして迅速な戦略統合を実現したＡ社、②バランススコア
カードを活用した戦略ワークショップで戦略統合を実現し、各業務のKPIを策
定したＢ社、③ASEAN地域の流通環境の変化を捉え、競合に先行して戦略統
合を進めたＣ社──がある。

4	 戦略統合の成功には、①統合前の徹底した事前準備、②統合推進人材（チェンジ
エージェント）の育成、③統合状況をモニタリングできる体制づくり──を進め
る。統合前には、急速に成長する新興国の市場変化を分析し、自社グループの強
みをどう活かすかの準備を徹底するとともに、激しく変化する環境下で戦略をぶ
れなく推進できる統合推進人材を、組織的に育成していくことが重要である。

特集 日本企業の新興国PMIにおける成長戦略

要約
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Ⅰ 新興国M＆A・PMIの難しさ

新興国M&A（企業合併・買収）・PMI（買
収後の統合）の難しさは、

①戦略策定における意思決定プロセスの構
築

②競争力ある価格と品質のバランスが求め
られるなかでの経営陣の意識統一

③限られたリソース（経営資源）でのシナ
ジー（相乗効果）創出

──という点にある。

1	 戦略策定における意思決定
	 プロセスの構築

先進国の場合、経営会議や取締役会議での
意思決定プロセスの透明性は高い。大手企業
が「家族的経営」であるケースは極めて少な
く、意思決定は合理的なプロセスに則って下
されるケースがほとんどである。しかしなが
ら、新興国には家族的経営の割合が高く、経
営者による単独かつ属人的な意思決定が多
い。このため、経営会議や取締役会議などで
しかるべき合理的なプロセスを経るケースは
少なく、非常に不透明な意思決定のプロセス
であることが多い。

したがって新興国におけるM&A・PMI
は、まず事業戦略策定の意思決定プロセスか
ら構築していかなければならない。つまり、

● 現状の市場環境
● 今後起こりうる市場変化
● 自社のリソース
──などから、顧客にどのような価値を提

供することで競合と差別化していくのかを、
経営陣が議論し戦略を策定していくためのプ
ロセスを構築する必要がある。

2	 競争力ある価格と品質のバランス
	 が求められるなかでの経営陣の
	 意識統一

先進国では高品質を訴求して市場シェアを
獲得してきた日本の製造業が、新興国で同様
の戦略を展開すると、市場の要求をはるかに
上回る過剰品質となり、市場が求めているよ
うな商品は提供できない。そのため新興国で
は、市場が求める品質を見極めたうえで、競
合と差別化を図るべき領域、および割り切る
べき領域を明確にし、価格と品質をバランス
させなければならない。今後起こりうる市場
の変化を買収・被買収企業経営者が議論した
うえで、何を競合との差別化点とし、何を割
り切るのかを明確にするのである。

実際に明確にするには、買収企業と被買収
企業の経営陣が、現在の市場環境と今後の変
化、そして自社グループが保有するリソース
の強みに対する共通認識を持つことが重要で
ある。しかし、これは先進国M&A・PMI以
上に難しい。新興国では市場環境が非連続に
変化するため、市場に今後どのような変化が
起きるのかを正確に見通すことは容易ではな
いからである。

3	 限られたリソースでの
	 シナジー創出

先進国M&A・PMIのケースでは、日本人
の統合推進人材を豊富に現地に派遣できたが、
現地側の受け入れコストを考えると、人件費
の安い新興国が先進国と同じように日本から
の出向社員を受け入れるのには限界がある。
また、新興国の被買収企業には家族的経営が
多いことから、中間管理職の層が薄く、結果
として統合のためのリソースが限定的である
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ケースが多い。こうした状況下で統合後の戦
略を立案し、それを末端の担当者にまで落と
し込むことは、先進国と比較すると難しい。

さらに、日本人の統合推進人材の選定に際
しても、先進国の場合のように経験者が豊富
にいるわけではない。上述の受け入れ側の制
約に加えて、送り出す側にもリソースの制約
がある。このようななかで統合後の戦略への
納得感を醸成し、さらに各業務の担当者にま
でそれを浸透させていくことは、先進国
M&A・PMIと比較すると難易度が高い。

Ⅱ 戦略統合プロセス

1	 M&AからPMIへのプロセスに
	 おける戦略統合プロセスの
	 位置づけ

M&AからPMIへのプロセスは、
①戦略統合
②業務統合
③モニタリング
──の３つに分かれる（図１）。
このうち、買収企業・被買収企業の経営陣

同士の間で事業環境に対する共通認識を醸成
し、統合後の戦略を策定していく戦略統合プ
ロセス（図１の①）は、PMIの最初に位置づ
けられる。戦略統合プロセスは、新興国
M&Aの難しさを克服するうえで非常に重要
なプロセスであり、本プロセスの成否がその
後のプロセスの成否をほぼ決定するといって
よい。買収企業と被買収企業の経営陣が市場
環境の変化に対する議論を尽くし、互いが納
得した統合後の戦略を策定することによって
はじめて、後の業務統合プロセス（図１の
②）やモニタリングプロセス（同③）を進め

ていくための礎を築けるからである。

2	 戦略統合プロセスにおける
	 実施事項

戦略統合プロセスの実施事項ポイントに
は、

①被買収企業に求められる役割の明確化
②買収企業の本社・地域統括会社からのサ

ポート内容の提示と継続的支援
③事業環境の変化に対する、買収企業・被

買収企業の経営陣間での共通認識の醸成
④戦略ワークショップによる統合構築プロ

セス
⑤戦略統合プロセスと業務統合プロセスと

を連携させるための業務KPI（重要業績
評価指標）への落とし込み

──がある（表１）。
新興国M&Aは、先進国と比較するとより

ストレッチング注1な目標を設定されるケー
スが多い。そのため買収企業は、被買収企業
に対して求める役割と、提供するサポート内
容を時間をかけて伝え、統合後の戦略を構築
する。

（1） 被買収企業に求められる役割の明確化

戦略統合プロセスでは、両社経営陣の間で
戦略に対する納得感を醸成する。これ自体は
先進国の場合と変わりはないが、新興国企業
との統合では、数値目標は与えられるが戦略
は共有されていないケースが多い。具体的に
はそのストレッチングな数値目標をどのよう
に達成していくのか、達成するための重点商
品や顧客への提供価値、必要なプロセス改革
など、戦略まで落とし込めているケースは少
ない。
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戦略統合プロセスでは、単に数値目標だけ
の合意形成ではなく、どのようなリソースを
活用し、どのような顧客提供価値を実現する
のかといった戦略での合意形成が目的であ
る。それには現地経営陣に対して被買収企業

に求められる役割を明確にする。ただしその
際は、M&A前とは異なり、現地での単独の
成長戦略ではなく、グローバルにおける成長
戦略を理解させる。先進国の成長に限界があ
る昨今では、新興国への成長期待値が高く、

表1　戦略統合プロセスの実施事項

推進のポイント 詳細

①被買収企業に対する期待値と求められる役
割の明確化

● 全社グローバル戦略のなかでの被買収企業の位置づけと期待される役
割を明確にする

● ストレッチングな数値目標を達成するための重点商品、顧客への提供
価値、そのために必要なプロセス改革など、戦略に対する経営陣の納
得感を醸成する

②本社・地域統括会社からのサポート内容の
提示と継続的支援

● 戦略統合を実現するために本社・地域統括会社など買収企業がどのよ
うなサポートができるのかを明確に提示する

③事業環境の変化に関する共通認識の醸成 ● 買収企業と被買収企業の経営陣との間で、今後起きうる市場環境の変
化など事業環境への共通認識を醸成する

● 買収企業・被買収企業グループ全体で、事業環境の変化に対してどの
ような強みが活かせるのかの共通認識を醸成する

④戦略ワークショップによる戦略構築プロセ
ス

● 事業環境の変化や自社の強み・弱みを検討したうえで、自社グループ
の強みを最大限に活かすことで、環境変化を事業機会とし、競合と差
別化できる戦略を構築する

⑤戦略統合プロセスと業務統合プロセスを連
携させるための業務KPIへの落とし込み

● 統合戦略を実行へと移すため、開発、製造、販売・サービス、経理、
人事、SCMなどの各業務のKPIへ落とし込む

注）SCM：供給網管理

図1　M&AからPMIへのプロセス

①戦略統合プロセス ②業務統合プロセス ③モニタリングプロセス

アクション
プラン

●　被買収企業経営陣と買収企業の
PMI担当者間で、「腹落ち」する
戦略が定まっている状態

●　主要部門において、戦略実行のた
めのゴールとアクションプランが
定まっている状態

●　主要部門の目標達成に向けた進捗
状況が管理され、アクションが推
進されている状態

課題

●　現地経営陣の戦略に関する納得感
の醸成

●　経営意思決定プロセスの仕組み導
入

●　業務ルールの明確化とKPI策定
●　業務間コンフリクト（利害衝突）
の調整

●　達成度合いの「見える化」

●　統合推進人材の発掘と育成

●　SWOT分析： 市場・競合・自社・
チャネルに関する共通認識の構築

●　外部環境と自社グループ（買収・
被買収企業）の強みを踏まえた納
得感ある戦略統合プロセス

●　被買収企業の経営陣、各業務の
キーマンの巻き込み

●　本社からの各種支援メニューの
「見える化」

●　戦略実現につながる各業務別分科
会による目標設定と、その実現の
ための各種プロセス改善

●　PMOの実施： 各分科会の進捗確
認とコンフリクトに対する調整機
能 

●　各種KPIの設定
　進捗状況管理のための現実的な

KPIを設定
●　KPIのモニタリング
　KPIの目標と現状のギャップを把
握し、PDCAサイクルを推進

ゴール
（あるべき状態）

注）KPI：重要業績評価指標、M&A：企業合併・買収、PDCA：計画・実行・評価・改善、PMI：買収後の統合、PMO：プロジェクト・マネジメント・オフィス、
SWOT分析：戦略計画ツールの一つで、SWOTは、Strengths（強み）、Weaknesses（弱み）、Opportunities（機会）、Threats（脅威）の略
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それだけにグローバル戦略が重要なのである。
しかし、前述のように高い数値目標が示さ

れるだけで担うべき役割が具体的に示されな
いケースが多い。数値目標が高いだけに、被
買収企業には同社の具体的な役割を伝えるこ
とが必要である。

（2） 買収企業の本社・地域統括会社からの 
 サポート内容の提示と継続的支援

被買収企業に期待する役割を明確にしたあ
と、その実現のために買収企業の本社・地域
統括会社はどのようなサポートが提供できる
のかを明確にする。サポートの内容が具体的
であれば、新規商品開発や大型顧客開拓、競
合と差別化するための商品コンセプト・品質
基準などの重要事項は、買収企業との議論の
うえ決定できるからである。

つまり、単に高い目標設定を示すのではな
く、それを実現するために買収企業が被買収
企業に与えられるサポート内容を早期に明確
化することは、戦略に関連する意思決定につ
いて、被買収企業が買収企業と議論する動機
づけにもなり、統合後のシナジーをいかに生
み出していくかについての議論の早期収束に
もつながる。

（3） 事業環境の変化に対する、買収企業・ 
 被買収企業の経営陣間での 
 共通認識の醸成

戦略統合プロセスで重要なのは、買収企業
と被買収企業の経営陣が事業環境に対して同
じ認識を持つことである。現状の事業環境の
みならず、今後起きうる変化を見すえた共通
認識も醸成する。

たとえば食品産業であれば、安くなければ

消費者は店頭で商品を手に取らないという理
由から、現状では価格にだけ焦点が当たって
しまいがちである。このような市場を前提と
していては、買収企業の持つ高い品質管理や
生産管理、グローバルマーケティング力など
は活かされない。

しかしながら東南アジアでは、昨今、コン
ビニエンスストアの台頭により流通環境が急
速に変化してきている。コンビニエンススト
アの普及に伴ってチルド物流が発展すると、
今後、品質に対するニーズも大きく変化する
ことが予想される。流通環境が変われば、流
通が商品に求める品質基準も大きく変化す
る。消費者の嗜好の変化を流通が先取りして
いく形で、味に関してはもちろん、たとえば
健康志向への誘導や、環境を意識したパッケ
ージの導入なども進むであろう。

今後発生しうるこうした市場環境の変化
は、競合を差別化する大きな事業機会と捉え
ることができる。そのようにしていくには、
市場環境の変化に伴う事業機会と脅威、買収
企業と被買収企業の強み・弱みを棚卸しして
整理する。その際は、被買収企業の強みだけ
でなく、買収企業グループ全体のグローバル
レベルでのリソースも含め、どのような強み
を活かすのかを考える。事業環境の変化への
こうした共通認識を持つとともに、その変化
に活かせる自社グループの強み、および脅威
にもなりかねない弱みに対しても双方間で共
通認識を醸成する。

（4） 戦略ワークショップによる戦略統合 
 プロセスの共有化・可視化

戦略構築プロセスは、買収企業・被買収企
業の経営陣および各業務のキーマンが、戦略
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ワークショップに参画する形で共有化・可視
化する。

具体的には、戦略ワークショップに両社の、
● 開発
● 製造
● 販売・サービス
● 経理
● 人事
● SCM（供給網管理）
──などのキーマンを参画させる。戦略統

合プロセスで重要なのは、策定した戦略を業
務レベルにまで落とし込んでいけるかどうか
である。戦略には合意しているものの、それ
を業務担当者レベルがすべきことや目標値

（KPI）にまで落とし込めなければ、戦略は
「絵に描いた餅」である。そうならないよう
に各業務のキーマンを戦略ワークショップに
参画させ、共に議論することで納得感を醸成
し、業務統合プロセスに着実につなげる。

その際はバランススコアカード注2のよう
なフレームワークを使って、

①財務
②顧客
③内部プロセス
④学習と成長（人材育成や社内インフラ整

備）
──の４つの視点に基づき、企業戦略の定

量的な目標に向けた議論をするのも有効な方
法である。

新興国では、戦略策定を経営者に依存して
いるケースが多い。したがって、経営者・各
業務のキーマンがこのような形で集まり、
SWOT分析注3などのフレームワークのもと
に、事業環境に対する共通認識と戦略策定の
納得感を醸成しながら議論する「プロセス」

と「場」は、非常に重要になる。

（5） 戦略統合プロセスと業務統合プロセス 
 を連携させるための業務レベルのKPI 
 への落とし込み

上述の戦略策定に加え、それを支えていく
開発、製造、販売・サービス、経理、人事、
SCMなどの各業務部門が、戦略を実現する
うえでどのような役割を担うべきかを考え、
それを業務レベルのKPIへ落とし込むことも
重要である。これにより統合状況のモニタリ
ングが可能となる。統合をこうした定量的な
目標値に展開することで、のちの業務統合プ
ロセスへ連携させやすくなる。

Ⅲ 先行企業事例

本章では、
①デューデリジェンス注4段階から統合推

進チームを組成し、被買収企業の役割を
明確にして迅速な戦略統合を実現したＡ
社

②バランススコアカードを活用した戦略ワ
ークショップで戦略統合を実現し、各業
務のKPIを策定したＢ社

③ASEAN地域の流通環境の変化を捉え、
競合に先行して戦略統合を進めたＣ社

──の３社の事例を見ていく。

1	 消費財メーカーＡ社
消費財メーカーＡ社は、インドで高いブラ

ンド価値を有している同国企業を買収した。
Ａ社の目的は、現地に見合った品質でブラン
ドを確立している企業を買収することによ
り、インドでの市場シェアを獲得することに
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あった。Ａ社はデューデリジェンスの段階か
ら日本側で統合推進チームを組成した。同チ
ームは販売・物流、商品企画・R&D（研究
開発）、生産・調達のキーマンで構成され、
統合によりどのようなシナジーが創出できる
のかを議論し、「シナジー創出プラン」を策
定した（図２）。

実際に買収契約が締結されてからは、買収
企業・被買収企業の経営陣、および上述の統
合推進チームが統合後の戦略を策定した。被
買収企業がすでにインド市場で高い市場シェ
アを得ていたために、被買収企業が内製して
いた商品については、Ａ社の品質管理を取り
入れることにより、変化するインド市場で競
合と差別化できる戦略を構築した。

統合後の戦略が早期に構築できたのは、統
合推進チームが統合前からシナジー創出プラ
ンを策定し、被買収企業に期待する役割を明
確にしていたことが大きい。そのうえで、買

収企業・被買収企業の販売・物流、商品企
画・R&D、生産・調達の各統合グループが
戦略を実現するための施策を策定し、これら
の統合グループをまとめるPMO（プロジェ
クト・マネジメント・オフィス）が、統合グ
ループそれぞれが提出した施策のすり合わせ
を進めていった。

このように戦略を策定し、戦略実施のため
の施策をPMOがすり合わせながら、統合後
戦略とアクションプランを確定していった。

変化の激しいインド市場でＡ社がM&A・
PMIを進められたのは、以上のように、
M&A前の統合後戦略策定を各統合推進チー
ムに分けて進めたことでM&Aの目的が明確
化し、被買収企業に期待する役割がはっきり
していたことが大きい。

2	 食品メーカーＢ社
国内を中心に事業を展開していた食品メー

図2　日本の消費財メーカー A社の新興国M&A・PMIの流れ

キック
オフ

M&Aのマイルストーン（作業工程の節目） PMIに関するアクション

2010年
～ 3月

●　2010年よりテストマーケティング実施
●　3月初旬　交渉開始・MOU
●　5月下旬　JV・株式発行契約締結

●　17日　JV合意セレモニー
●　18～21日　JV合意説明・拠点ツアー

●　─

●　─

6月

7月

8月
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10月
●　13日　株式取得完了
●　19日　取締役・執行体制、社名・ロゴ、

PMI戦略の発表

●　1日　第三者割当増資引受

株式
取得期間

注）JV：共同企業体、MOU：覚書、R&D：研究開発

PMIワークプラン構想
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生産・調達
統合グループ

統合グループ別施策の優先順位づけ
統合グループ間のすり合わせ

PMI戦略ストーリー・施策の確定
ハイレベル・アクションプラン策定
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カーＢ社は、ASEAN（東南アジア諸国連
合）地域で大きなM&Aを成功させた。同社
はM&A後、社長は現地人とし、日本人を副
社長として派遣した。戦略統合を実施するた
めに各業務のキーマンを現地に派遣し、Ｂ社
と被買収企業の経営陣、各業務代表との間で
戦略ワークショップを開催した。

食品はその国・地域の文化的な要素が大き
い。また、日本の品質管理をそのまま現地に
持ち込むのは難しく、価格と品質はトレード
オフであるため、品質を高めて価格が上昇し
ては、商品は市場で競争力を維持できない。
そこで買収企業と被買収企業の経営陣、マー
ケティング・販売、生産・品質管理、調達、
会計、人事など各業務のキーマンが集まって
戦略ワークショップを開催し、流通市場の環
境変化、競合の動き、消費者の嗜好性の変化
などを議論することで、両社の強みが活かせ
るような差別化戦略を探った。

異なる企業風土を持つ２社の戦略統合の議
論をぶれずに進めていくために、Ｂ社では、
議論のフレームワークにバランススコアカー
ドを採用した。業務・財務目標値達成のため
にバランススコアカードの観点、すなわち顧
客、学習と成長、内部プロセスから実施すべ
き項目を抽出して戦略マップを策定した。そ
の後、全社レベルのこの戦略マップに基づ
き、マーケティング・販売、生産・品質管
理、調達、会計、人事などがそれぞれ業務別
の戦略マップを策定している。

新興国では、価格と品質をバランスさせ、
かつ市場や流通の環境変化を先取りしたうえ
で競合と差別化できる商品をいかに提供する
かが重要である。そのために各業務は何をし
なければならないのかを明確にする必要があ

る。そこでＢ社では、返品率や顧客からのク
レーム数などについても具体的なKPIに落と
し込むことまでして、買収企業と被買収企業
との間にシナジーを創出している。また、こ
のKPIを定期的にモニタリングすることで、
戦略の統合状況が常時確認できるようになっ
た。

3	 食品メーカーＣ社
食品メーカーＣ社は、ASEAN地域でM&A

を積極的に推進した。同社は、現地ですでに
ブランドを確立している企業を買収し、その
商品にＣ社の品質を差別化要因として加え事
業を展開しようとした。しかしながら、被買
収企業は初め、Ｃ社の生産・品質管理の水準
を、過剰に高い品質を求める日本市場の特殊
性と捉えたため、両者間で生産・品質管理に
関する共通認識を醸成するのに大きな困難が
伴った。

そこでＣ社は、創業以来の同社の商品開発
と市場開拓の歴史を被買収企業に伝え、Ｃ社
の被買収企業に求める期待をわかりやすく説
明した。その際、品質に対するＣ社の基本的
な考えを被買収企業に一方的に押しつけるの
ではなく、これらの認識を共有するために、
経営者、生産・品質管理、販売・マーケティ
ングのキーマンが集まり、ここでもＢ社同
様、戦略ワークショップを開催した。

このワークショップを開催するに当たって
は、あらかじめ、日本本社の統合推進チーム
が自社の企業グループの強みを徹底的に棚卸
しした。そのうえで、ASEAN地域で品質を
大きく引き上げた際に想定しうる市場の変化
についての詳細な調査を事前に実施した。

その結果、同社がM&Aを進めたASEAN
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地域ではコンビニエンスストアの市場が急速
に拡大し、流通環境が大きく変化しているこ
とが明らかになった。それに伴ってパッケー
ジや商品品質、健康志向など、流通側の求め
る品質基準が大きく変化していくであろうと
予想した。

被買収企業の経営陣は、当初、市場で競争
力のある価格の安い商品の投入を強調するば
かりであった。低価格商品ではＣ社グループ
とのシナジー創出は難しかったが、上述の調
査による流通環境の変化を根拠に、競合と差
別化できる品質と、競争力のある価格をどう
両立させるかを戦略ワークショップで議論し
た。具体的には、Ｃ社の米国子会社のリーン
オペレーション（無駄のない低価格オペレー
ション）、過去に日本で進めてきた流通市場
環境の変化に伴うパッケージや品質改善の歴
史・ノウハウ──などの議論を重ねながら、
競合との差別化戦略を双方で構築していっ
た。

Ⅳ 戦略統合プロセス成功の
 ポイント

新興国におけるM&A・PMIの難しさを克
服するため、買収企業・被買収企業の経営陣
の間で、事業環境と戦略への共通認識を醸成
する戦略統合プロセスで実施すべき事項、お
よびその先行企業事例を紹介した。本章で
は、戦略統合を成功に導くうえで特に重要な
ポイントを述べる。

戦略統合プロセスを着実に実行するうえで
特に重要なのは、

①統合前の徹底した事前準備
②統合推進人材（チェンジエージェント）

の育成
③統合状況をモニタリングできる統合推進

体制づくり
──である。統合前の事前準備を徹底する

ことで、急速に成長する新興国の市場変化を
事前に分析し、自社グループのどういう強み
を活かせるのかの論点も準備できる。同時
に、激しく変化する環境下で戦略をぶれなく
推進できる統合推進人材を組織的に育成して
いくことが必要である。

1	 統合前の徹底した事前準備
戦略統合プロセスの成否は、買収企業・被

買収企業の経営陣が互いに納得できるまで議
論し、事業環境の共通認識を持つことにかか
っている。グループ全体での強みと事業機
会、弱みと脅威を理解し、そのうえで戦略を
策定する。

変化の激しい新興国市場では、将来どのよ
うな非連続の変化が発生するかを予測するこ
とはもちろん、現状の市場環境についての共
通認識を持つのも難しい。しかしながら、こ
うした共通認識なしには、買収企業・被買収
企業の経営陣の双方が納得できる統合後戦略
を策定することはできない。経営陣が納得で
きる戦略を策定するには、市場環境の変化に
ついての徹底した事前調査が必要である。

さらにこれまで述べてきたように、自社グ
ループが保有する強みや弱みを棚卸ししてお
くことも重要である。市場環境の変化に自社
グループのどのような強みを活かせば差別化
ができるのかを、買収企業の統合推進チーム
内部で事前に議論する。こうした議論の前提
には、被買収企業の強みのみならず、自社

（買収企業）および子会社を含めたグループ
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全体がどのような強みを持っているのかを整
理する。こうして整理された両社の強みを活
かし、非連続が予想される市場変化を事業機
会としていくため、自社グループのどのよう
な強みを活かし、どのような顧客への提供価
値を実現するのかを、買収企業・被買収企業
の経営陣が徹底的に議論し、双方の納得感を
醸成することが必要になる。

それには消費財メーカーＡ社のように、統
合前から重要業務別に統合推進チームを組成
し、被買収企業に期待する役割、今後発生し
うる事業環境の変化、自社グループの強み、
実現したい被買収企業とのシナジーを棚卸し
し、整理しておく。

2	 統合推進人材（チェンジ
	 エージェント）の育成

M&A・PMIを成功させ事業を持続的に成
長させていくうえで重要なのが、統合戦略を
理解しそれを各業務に落とし込んでいく統合
推進人材、野村総合研究所（NRI）が「チェ
ンジエージェント」と呼ぶ人材の育成であ
る。一般に、こうした人材は限られているこ
とから、案件が異なっても常に同じ人材が投
入されるケースが多く、その結果ノウハウが
属人化しがちである。特に新興国の場合、そ
の市場に詳しい特定の少数人材が統合推進人
材として派遣され、その後の類似案件にも継
続的に投入されるため、そのノウハウはます
ます属人化してしまう。

こうした事態を防ぐには、統合推進人材を
組織的に育成していくことになる。買収企業
側の人材であれば、重要業務の統合を推進で
きるキーマンと有望な若手を組み合わせるこ
とで計画的な人材育成が可能となる。厳しい

経済環境下で出張人員数を制限している企業
が多いなかにあって、人員を組織的に育成し
ていくには、このような機会はまたとない。

被買収企業側の人材については、デューデ
リジェンスの段階で各重要業務のキーマンを
選抜しておき、戦略統合プロセスから参画さ
せて被買収企業側の人材育成を進めていく。

3	 統合状況をモニタリングできる	
	 統合推進体制づくり

戦略統合プロセスから業務統合プロセスへ
進むと、各業務別の統合プロセスの過程で、
業務間の意見の不一致や利害衝突が起こるよ
うになる。これを解消しなければ会社がばら
ばらになってしまう。

利害衝突とは、たとえば、顧客への納期を
重視する営業部門と、在庫の削減を優先する
生産部門との対立である。部分最適を進めて
いくと企業全体の業務間の整合性が取れなく
なり、その結果、顧客サービスの品質低下を
招き、売り上げ・利益に悪影響を与える。各
業務間のこうした利害衝突を早期に発見して
調整し、統合後戦略を着実に実現していくに
は、統合の全体状況を高い視点で見渡せ、各
業務間での利害衝突を調整する組織機能が必
要となる。

新興国におけるM&A・PMIは、各業務の
ルールの標準化から取り組むため、業務ルー
ルをつくるとともに、業務間の連携を考慮す
る。また、新興国に見られる非連続に成長す
る市場環境の変化を先取りしながら競合と差
別化する事業戦略を実現するには、SCMな
ど業務間横断での全体最適化の視点を入れな
がら統合を進めていく（次ページの図３）。

PMIを進めるうえで、策定した戦略をぶれ
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のないようにしていくためにも、買収企業・
被買収企業の経営陣で構成されたPMO（プ
ロジェクト・マネジメント・オフィス）を構
築し、統合プロセス全体をモニタリングする
ことが必要である。

PMOの下には開発、製造、販売・サービ
ス、経理、人事、SCMなどの業務別分科会
を構成し、各業務で統合を議論する。業務統
合プロセスの過程で発生する業務間の利害衝
突や意見の不一致は、業務間の不協和音を招
き、最終的に戦略そのものがぶれてしまう。
このような業務間の意見の不一致などは、
PMOにその都度上申して経営陣が戦略を再
確認し、解消する。たとえば、最短のリード
タイムと在庫の最小化といったトレードオフ
をバランスさせ、売り上げの最大化と在庫の

最小化を実現するSCMへの意思決定、品質
と価格をバランスさせ、競合と差別化できる
顧客への提供価値の決定──などである。

新興国では特に低価格の商品が求められる
ことから、競合と差別化を図るため、一歩先
を行く品質で合意しても、業務統合プロセス
の段階で、低価格の圧力に屈してしまうケー
スが多い。それを防ぐには、PMO配下にあ
るPMOサポートオフィスが統合の進捗状況
を常にモニタリングし、業務統合プロセスで
の利害衝突を迅速に上申し、かつ意思決定す
べき項目を明確にする。さらに意思決定がで
きるための必要情報を収集して経営者に事前
に提供する。このように迅速な意思決定を実
現できる組織機能を構築することが重要であ
る。

図3　統合後の組織

統合戦略のフレームワーク PMI戦略推進組織のイメージ
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統合状況を常にモニタリングすることが必要
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目的：統合後戦略のプラン策定・実行
役割：PMI実施に伴う迅速な意思決定とベクトル合わせ

ステップ 1

ステップ 2

ステップ 3

戦略を実行するために、
各部門が実施すべきアク
ションプランを定め、各
部門に対し、シナジー創
出を支援する

戦略に基づき、オペレー
ション面でシナジー創出
ができるかどうかをKPIで
管理する
KPIを管理し、期待すべき
シナジーが創出されてい
るかどうかについては
PDCAサイクルを回す
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PMO会議上で、経営陣が迅速に意思決定
を下している姿を各業務の統合推進人材が見
ることで、戦略に対する実現意欲が増し、向
かうべき方向への意識づけはさらに高まる。

日本企業の成長の源泉として、今後、
ASEAN地域・インドなどの新興国市場の重
要性がさらに高まる。成長著しい新興国で成
功するため、シナジーを出せる戦略統合プロ
セスと体制、人材育成の仕組みに、経営陣、
事業部門、人事部門がしっかりと入り込んで
進めていくことが求められる。

注

1 現状より高い目標を設定し、目標達成のために社
員個々の才能を最大限に引き出そうとすること

2 1992年、ハーバード・ビジネス・スクールのロ
バート・Ｓ・キャプラン教授とコンサルタント
会社社長のデビット・Ｐ・ノートン氏が発表し
た。従来の財務分析による業績評価（財務の視
点）に加えて、顧客の視点、内部プロセスの視
点（製品の品質や業務内容に関する視点）、学習
と成長の視点（企業の持つナレッジ〈アイデ

 ア、ノウハウ〉や従業員の意識・能力の視点）
を加味することで、企業の持つ有形資産・無形
資産、未来への投資などを含めた「今」を総合
的に評価する

3 戦略計画ツールの一つで、SWOTは、Strengths
（ 強 み ）、Weaknesses（ 弱 み ）、Opportunities
（機会）、Threats（脅威）の略

4 企業が他社とM&Aや事業再編を行うとき、ある
いはプロジェクトファイナンスを実行する際、
果たして本当に適正な投資なのか、また投資す
る価値があるのかを判断するための事前の詳細
調査

著 者

青嶋  稔（あおしまみのる）
コンサルティング事業本部パートナー
専門はM&A戦略立案、PMI戦略と実行支援、本社
改革、営業改革など

久保田洋介（くぼたようすけ）
自動車・ハイテク産業コンサルティング部主任コン
サルタント
専門は事業戦略、海外統括・地域戦略機能設計、営
業業務改革など


	要約
	Ⅰ 新興国M＆A・PMIの難しさ
	1 戦略策定における意思決定プロセスの構築
	2 競争力ある価格と品質のバランスが求められるなかでの経営陣の意識統一
	3 限られたリソースでのシナジー創出

	Ⅱ 戦略統合プロセス
	1 M&AからPMIへのプロセスにおける戦略統合プロセスの位置づけ
	2 戦略統合プロセスにおける実施事項
	（1） 被買収企業に求められる役割の明確化
	（2） 買収企業の本社・地域統括会社からのサポート内容の提示と継続的支援
	（3） 事業環境の変化に対する、買収企業・被買収企業の経営陣間での共通認識の醸成
	（4） 戦略ワークショップによる戦略統合プロセスの共有化・可視化
	（5） 戦略統合プロセスと業務統合プロセスを連携させるための業務レベルのKPIへの落とし込み


	Ⅲ 先行企業事例
	1 消費財メーカーＡ社
	2 食品メーカーＢ社
	3 食品メーカーＣ社

	Ⅳ 戦略統合プロセス成功のポイント
	1 統合前の徹底した事前準備
	2 統合推進人材（チェンジエージェント）の育成
	3 統合状況をモニタリングできる統合推進体制づくり

	著者略歴

